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国連人権条約における国家間通報
─運用課題についての一考察─

前　田　直　子

はじめに

国連人権諸条約による人権保障は、国家報告審査（義務的）、個人通報審査（選択的）、調

査（義務的）、国家間通報（選択的か義務的かは条約に拠る）等の手続制度を通じ、様々な

実行を積み重ねながら発展してきた。しかし近年まで、ヨーロッパ人権条約制度における実

績とは異なり、国家間通報手続の利用事例はなかった。ヨーロッパ人権条約の下でさえ、署

名当時には、人権問題がいわゆる国家間訴訟の対象となることへの警戒感が各国間に強く 1）、

まして、条約上の義務違反の有無に関する審査の結果から法的拘束力がそぎ落とされた国連

人権諸条約については、国家主権の擁護と外交関係への影響が懸念材料であったことも容易

に想像できる。国際司法裁判所（ICJ）が審査した人権保護に関する国家間紛争 2）において

も見られるとおり、他国の人権条約上の義務違反（権利侵害）を提起し何等かの解決策を要

国連人権諸条約における国家間通報は、国家報告、個人通報、調査など並び、条約実施措置の 1
つとして起草されたが、約半世紀の間通報はなく、しばしばヨーロッパ人権条約下での国家間申
立手続との利用実績の違いが指摘されてきた。そのようななか、2018 年に人種差別撤廃条約 11 条
に基づき、3件の通報が人種差別撤廃委員会に寄せられた。うち 1件のカタール対 UAE事件につ
いては、国際司法裁判所（ICJ）にも同時並行的に付託されたことから、両手続の進行が注目を集
めた。ICJ及び人種差別撤廃委員会のいずれにおいても、人種差別撤廃条約の紛争解決条項に定
められている付託前手続は累積的要件ではないとの解釈より、それぞれの事案の審査が進められ
た。しかし同条約 1条に関する事項的管轄に関し、国籍による区別／差別に関する事案は、管轄
外であるとする先決的抗弁の判決を導いた ICJと、従来それらについても審査対象としてきた人
種差別撤廃委員会の判断は分かれる結果となった。また国連人権条約での国家間通報手続は各条
約によりその関連条文の規定ぶりは異なることから、人種差別撤廃条約における運用と必ずしも
同一ではない可能性もある。その異同も踏まえつつ、特別調停委員会の設置や受理可能性要件等
の検討を通じて、調停手続として設置された人権条約下の国家間通報手続の現時点での課題を指
摘する。

論文要旨
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求することは、当該権利侵害の直接の被害国として行うのか、あるいは、侵害された義務の

特別な性質（締約国間対世的義務）ゆえに行うのかも、これまで慎重に検討されてきた事項

である。そしてまた、人権条約上の国家間通報手続の利用が、例えば他の国家間紛争解決手

続の利用を対抗措置として惹起する可能性があることも、多くの国家の考慮要素となってき

たことであろう。

こうしたなか、2018 年に、あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約（以下、人

種差別撤廃条約）の規定に基づき、3件（①カタール対 UAE、②カタール対サウジアラビア、

③パレスチナ対イスラエル）の注意喚起・通報が人種差別撤廃委員会に提出された 3）。同条

約は、他の条約と異なり義務的な国家間通報手続を設けているが、その採択・発効からおよ

そ半世紀の間事例がなかった。人種差別撤廃委員会に、すべての人権条約においてはじめて

の国家間通報が提起されることで、その手続のあり方や他の紛争解決手続との関係性等につ

いて論じられるようになった。

本稿では、まず国家間通報手続の内容について整理し、続いて、国家間通報手続と紛争解

決条項の双方を有し、人種差別撤廃条約の事例から明らかになりつつあることをもとに、同

条約と同じく、条約上の義務に対世的義務を含むとされる拷問及び他の残虐な、非人道的な

又は品位を傷つける取扱い又は刑罰に関する条約（以下、拷問等禁止条約）について、その

特色に触れながら、両手続の関係性について考察する。その後に前述の人種差別撤廃条約に

おける国家間通報 3件の事例について概観し、他の紛争解決手続との関係性や国家間通報手

続の性質、運用上の課題について検討するものである。（本稿では特に言及しない限り、「人

権条約」とは国連人権諸条約を指す。）

1　国家間通報手続の概要

国連人権諸条約における国家間通報手続については、人種差別撤廃条約のほか、市民的及

び政治的権利に関する国際規約（以下、自由権規約）、社会的、経済的及び文化的権利に関

する国際規約（以下、社会権規約）選択議定書、拷問等禁止条約、児童の権利に関する条約

（児童の権利条約）通報選択議定書、強制失踪からのすべての者の保護に関する国際条約（強

制失踪条約）等に規定が置かれている。条約により細かな差異はあるものの、手続の概要は

次のとおりである。
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（1）締約国による注意喚起と関係締約国への通知

締約国は、他の締約国がこの条約の諸規定を実現していないと認める場合には、その事案

につき委員会 4）の注意を喚起することができる。委員会はその通知を関係締約国に送付し、

当該通知を受領した国は、3箇月以内に、当該事案について及び、当該国がとった救済措置

がある場合には、当該救済措置についての書面による説明又は声明を委員会に提出する 5）。

（2）6箇月後の（再）付託

最初の通知の受領後 6箇月以内に当該事案が二国間交渉又は当事国にとって可能な他のい

かなる手続によっても当事国の双方の満足するように調整されない場合には、いずれの一方

の締約国も、委員会及び他方の締約国に通報することにより当該事案を再び委員会に付託す

る権利を有する 6）。

（3）受理可能性審査

ここで委員会は、（再）付託された事案（上記（2））について、利用し得るすべての国内

的救済措置がとられ尽くされたかが確認できた場合に、一般的に認められた国際法の原則に

従って、当該事案を取り扱う。いずれの条約における国家間通報手続においても、国内的救

済完了原則が条約規定上おおむね唯一の受理可能性要件となっている 7）。この点は、同原則

のほか、通報権の濫用や条約規定との両立性 8）等が受理可能性要件として明示的に規定さ

れている個人通報手続と異なっている。

しかしこの国内的救済完了原則に関し、救済措置の実施が不当に遅延する場合 9）あるいは、

条約違反の被害者である者に効果的な救済を与える可能性に乏しい場合 10）はこの限りでは

なく、国内的救済が完了していない場合であっても、委員会が事案を取扱うことが可能とさ

れる。

（4）委員会あるいは特別調停委員会によるあっせん

事案が受理可能と判断される場合には、それを友好的に解決するため、あっせんが行われ

る。委員会により関係締約国が満足するように解決されない場合には、委員会は関係締約国

の事前の同意を得て、特別調停委員会（ad hoc conciliation committee）を設置することが

でき 11）、当該調停委員会があっせんを行う。
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（5）特別調停委員会の設置

あっせん・調停を行うための特別調停委員会の設置については、条約によりその規定内容

は少しずつ異なっている。

例えば人種差別撤廃条約においては、（再）付託（上記（2））された事案の関係国に対し、

あらゆる関連情報を提供するよう要請し 12）、人種差別撤廃委員会の委員長は、委員会が必

要と認めるすべての情報を入手しかつ取りまとめた後、「委員会」としてのあっせんは行わず、

5人の者から成る特別調停委員会をすぐに設置することとなっている。紛争当事国の同意を

得て、特別調停委員会の 5名の委員が任命されるが、これらの委員は、人種差別撤廃委員会

の委員であっても、委員会外部からであってもよいことになっている。

特別調停委員会に関し、最も詳細な規定を置いている自由権規約に関しては、関係国の事

前の同意を得て特別調停委員会を設置することができる 13）が、特別調停委員会は関係締約

国が容認する 5人の者で構成し、委員構成について 3箇月以内に関係締約国が合意に達しな

い場合には、合意が得られない調停委員会の委員については、自由権規約委員会の秘密投票

により、3分の 2以上の多数による議決で、自由権規約委員会委員の中から選出することと

定められている 14）。さらに調停委員会の委員は個人資格で職務遂行するとともに、関係締

約国や規約の非締約国、国家間通報手続の受諾を行っていない締約国の国民であってはなら

ないとも規定されている 15）。

拷問等禁止条約については、拷問禁止委員会によるあっせんを基本とし、「適当な場合には、

特別調停委員会を設置することができる」とされている 16）。

（6）調停委員会の活動・報告・勧告

特別調停委員会は、関係締約国から提出された情報等をもとに事案を十分に検討し、調査

結果の報告や紛争の友好的な解決のための勧告を行うが、それらの位置付けや取扱いに関し、

条約ごとに異なる点が見られる。

人種差別撤廃条約では、特別調停委員会は勧告を付した報告を作成し、人種差別撤廃委員

会委員長に提出し、委員長は同報告を各紛争当事国に通知する。各紛争当事国は 3箇月以内

に、調停委員会報告に付されている勧告を受諾するか否かを人種差別撤廃委員会委員長に通

知する。その後、同委員長は、調停委員会の報告及び関係締約国の勧告受諾の有無に関する

意図の表明について、他の締約国に通知する 17）。

自由権規約では、調停委員会は 12 箇月以内に、関係締約国に通知するため、自由権規約

委員会委員長に報告を提出する。その報告については、（a）12 箇月以内に事案検討を終え
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られない場合には、事案の検討状況について簡潔に記述したものを報告し、（b）友好的な解

決に到達した場合には、事実及び到達した解決について簡潔に記述したものを報告する。（c）

友好的な解決に到達しなかった場合には、調停委員会によるすべての事実関係に関する調査

結果及び友好的解決の可能性に関する意見を記載するとともに、関係締約国の口頭及び書面

による意見を添付した報告が作成される。（d）関係締約国は、その報告の受領後 3箇月以

内に、自由権規約委員会委員長に対し、調停委員会報告の内容を受諾するか否かを通告する。

当該報告や関係締約国の受諾可否について、他の締約国に共有されるのかは、条約規定上は

明記されていない。

拷問等禁止条約においては、通報受領後 12 箇月以内に、（i）解決が得られた場合には、

事実や解決について簡潔に記述した報告書を拷問禁止委員会委員長に提出し、（ii）解決が

得られない場合には、事実について簡潔に記述した報告を提出し、その報告に関係締約国の

口頭による意見の記録及び書面による意見を添付する 18）。当該報告が、他の締約国に共有

されるのかは、自由権規約同様、条約規定には明記されていない。

2　紛争解決条項との関係

国家間通報手続の性質や法的意義を検討するにあたっては、他の国家間紛争解決手続との

関係性、とりわけ、同じ条約に根拠を有する紛争解決条項に基づくそれとの差異や連関につ

いても確認することも必要であろう。

紛争解決条項は、国連人権諸条約の中では、人種差別撤廃条約、拷問等禁止条約、強制失

踪条約、女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（女子差別撤廃条約）に備え

られている規定で、当該条約の解釈又は適用に関する締約国間の紛争であって、交渉等によ

り解決されないものは、紛争当事国が他の解決方法について合意しない限り、いずれかの紛

争当事国の要請により、ICJに付託できることを定めたものである。しかし上記条約の紛争

解決条項は、義務的なものか選択的なものか、また、ICJへの付託に進む前置の条件は何か

について、個々に特色がある（簡略にまとめたものとして、【表】参照）。
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【表】
条約 国家間通報 性質 紛争解決条項 性質及び付託の前置条件

人種差別撤廃条約（CERD） ○ 義務的・留保可 ○
義務的・留保可
交渉または条約上定めら
れた手続が不調の場合

自由権規約（CCPR）・
社会権規約選択議定書
（CESCR-OP）

○ 選択的 ×

女子差別撤廃条約（CEDAW） × ○
選択的（opt-out方式）
交渉とその後の仲裁要請
が不調の場合

拷問等禁止条約（CAT） ○ 選択的 ○
選択的（opt-out方式）
交渉とその後の仲裁要請
が不調の場合

児童の権利条約
通報選択議定書（CRC-OP） ○ 選択的 ×

強制失踪条約（CED） ○ 選択的 ○

選択的（opt-out方式）
交渉または条約上手続が
不調、かつその後の仲裁
要請が不調の場合

（1）国家間通報と紛争解決条項の関係に関する起草時の検討

例えば拷問等禁止条約では、紛争解決条項（30 条）と国家間通報（21 条。起草途中では「20

条」。）の性質や関係性について、起草過程の記録においては、問題提起がされ一定の検討が

された形跡はあるものの、互いの規定への明示的な言及はなく、必ずしも明確ではない。

同条約 30 条の起草作業部会では、1978 年にスウェーデンが原案 19）作成を担当するが、

条約上の他の手続との整合性が重要であるとの理由から、議論は最終段階に持ち越されるこ

ととなった 20）。しかし起草作業最終段階の 1982 年作業部会では、その記録 21）に、次のよう

な記載が残されているだけである。

ブラジル代表団が、条約の解釈・適用に関する紛争は、国連憲章上の平和的紛争解決のルー

ルにのっとって処理されるべきとし、作業部会議長は、国連海洋法条約を参照し、当該条約

上の義務的な調停手続（mandatory conciliation procedure）にならったものを挿入するよ

う提言した。しかしこの提案には異論が呈せられた。

いくつかの国の代表団は、管轄や引渡しに関するようなしばしば司法的・準司法的手続な

どで扱われてきた条約適用に関する紛争と、拷問実行の認定という不服申立の手続で扱われ 

るような紛争の間には、差異があるとの見解を述べている。その意味では、当該条約では、

スウェーデン原案が、条約実施機関（拷問禁止委員会）が一定の役割を果たす不服申立（通

報）手続にメリットがあると受け止められた。また、ICJへの付託を可能とする紛争解決条
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項の下での調停自体、選択的制度でなければ受入れられないと表明する代表団も複数あり、

人種差別撤廃条約 22 条のような義務的な規定とすることを主張した国は 1か国にとどまっ

た 22）。

翌 1983 年、オランダが人種差別撤廃条約 22 条にならった規定を提案したが、フランスが、

条約加盟（署名・批准・加入）時に当該紛争解決条項からオプトアウトできる条項の追加を

提案したことから、さらに議論は次回に持ち越された。1984 年作業部会にはフランスが、

前年の作業部会の経緯を受け、オプトアウトに関する条項として、民間航空の安全に対する

不法行為防止条約 14 条と同じ文言を提案しこれが採用された。

その後、国家間通報と紛争解決条項の最終案は同時に採択されたが、2つの手続の関係に

関する実質的が議論なされたかどうか記録は見当たらない。

（2）紛争解決条項における ICJ 付託に関する前置手続

人権諸条約の紛争解決条項において、ICJへの付託前に採らねばならない（前置の）手続

については、これもまた各条約により異なっている（前掲【表】参照）。

例えば、人種差別撤廃条約 22 条は次のように規定する。

「この条約の解釈又は適用に関する 2以上の締約国の間の紛争であって、交渉又はこの条

約に明示的に定められている手続によって解決されないものは、紛争当事国が他の解決方法

について合意しない限り、いずれかの紛争当事国の要請により、決定のため国際司法裁判所

に付託される。」

ICJ付託前に採らねばならない手続は、「交渉」又は「この条約に明示的に定められてい

る手続」である。後者の条約上明示的に定められている手続には、同条約 11 条の国家間通

報が含まれる。しかしながら、「交渉」と「この条約に明示的に定められている手続」は、

ICJ・ウクライナ対ロシア事件先決的抗弁判決（2019 年）23）では、「交渉」が行われれば、

同条約に基づく国家間通報手続は付託の前置要件ではなく、2つの手続は ICJ付託への累積

的要件ではなく選択的（代替的）要件との多数意見が示されている 24）。ICJ・カタール対

UAE事件 25）では、同事件暫定措置命令要請に対する 2018 年命令の立場 26）を踏襲し、2019

年の UAEからの暫定措置命令要請に対する命令においても、暫定措置命令の要請段階にお

いて、交渉と条約に明示的に定められている手続が、累積的関係にあるのか選択的（代替的）

関係にあるのかを検討し宣明する必要はないとした 27）。

この2つの手続の関係について、拷問等禁止条約30条1項では次のとおり規定されている。

「この条約の解釈又は適用に関する締約国間の紛争で交渉によって解決されないものは、
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いずれかの紛争当事国の要請により、仲裁に付される。仲裁の要請の日から六箇月以内に仲

裁の組織について紛争当事国が合意に達しない場合には、いずれの紛争当事国も国際司法裁

判所規定に従って国際司法裁判所に紛争を付託することができる。」

この規定の文言上、ICJ付託への前置手続は、「交渉」とそれに続いての「仲裁の要請」

である。仲裁の要請日から 6箇月以内に仲裁組織について紛争当事国が合意に達しない場合

に、いずれの当事国からも ICJへの付託が可能とされている。

当該条項には、同条約の解釈又は適用に関する締約国間の紛争であっても、ICJ付託前に

同条約上の手続を経なければならないかについては触れられていない。

ICJ・ベルギー対セネガル（訴追か引渡しかの義務）事件（2008 年）28）においても示さ

れたように、拷問等禁止条約上の実施手続を経ずに ICJに付託することは可能であり、実際、

同事件においてベルギー、セネガル両国は、同条約上の手続（調査（20 条）や国家間通報（21

条））を利用していないし、ICJもそれらとの関係について検討していない。

同条約に関しては少なくとも、その起草時に国家間通報（21 条）と紛争解決条項（30 条）

の関係についてそれほど精緻な議論が展開された訳ではない。仮に同時並行的に両手続が開

始された場合に、どのように判断し取扱うかは拷問禁止委員会の実行を待つしかないという

ことになろう。

また先述のとおり、拷問等禁止条約における国家間通報と紛争解決条項の関係性が明確で

はないなか、同条約により設置され、その実施についてモニタリング機能を担う拷問禁止委

員会に一定の役割を与えることが適当とするならば、30 条 1 項の「仲裁の要請」に、21 条

1 項が含まれるとし、拷問禁止委員会あるいは特別調整委員会によるあっせん（good 

offices）に関する不調をもって「仲裁の要請の日から六箇月以内に仲裁の組織について紛争

当事国が合意に達しない場合」と解釈することも可能であろう。そのことは、ICJでの諸手

続においても、紛争の存在を示す一助ともなるかもしれない。

（3）国家間通報に対する受理可能性要件

また受理可能性要件の観点からも、2つの手続の関係性については興味深い。拷問等禁止

条約 21 条 1項（c）は次のように規定する。

「委員会は、この条の規定に基づいて付託された事案についてすべての国内的な救済措置

がとられかつ尽くされたことを確認した後に限り、一般的に認められた国際法の原則に従い、

当該付託された事案を取り扱う。ただし、救済措置の実施が不当に遅延する場合又はこの条

約の違反の被害者である者に効果的な救済を与える可能性に乏しい場合（unlikely to bring 
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effective relief to the person who is the victim of the violation of this Convention）は、こ

の限りでない。」（丸括弧内は筆者付記。）

①既にとられた国際的調査あるいは紛争解決手続

国家間通報手続の受理可能性要件については、個人通報に関する受理可能性要件には見ら

れる他の国際手続との関連を、明示的に規定している条約はない。ほとんどの条約において、

国家間通報の受理可能性要件は、国内的救済完了原則に限られている。またその原則につい

ても、但し書として、救済措置の実施が不当に遅延する（unreasonably prolonged）場合が、

原則適用の例外となることは共通して定められている 29）。

しかし拷問等禁止条約において想定される運用については、この受理可能性要件に特色が

見られる。まず、拷問禁止委員会手続規則 92 には、通報には、①最初の通報書面と追加説明、

②尽くされた国内救済、③既にとられた国際的調査あるいは紛争解決手続の 3点に関する情

報を含めなければならないと定められている。

同条約 21 条 1 項（c）は先述のとおり、他の国際手続の位置付け（重複の排除等）につい

ての記述はなされていないものの、手続規則 92 には、既にとられた国際的調査あるいは紛

争解決手続を、通報の際に情報を提出するよう定めている 30）。この③の要素が実際に受理

可能性の要件として機能するのか明らかではない。加えて、その法的性格からしても、手続

規則は条約とは異なることから、条約に明文規定のない要件がどの程度正当性を与えられる

かも予測できない。

②国内的救済完了原則の例外

次に、国内的救済完了原則の適用例外の点でも、拷問等禁止条約には特色が見られる。他

の条約と同じく、手続が不当に遅延する場合を 1つ目の例外とし、さらに、2つ目の例外と

して、当該条約の違反の被害者である者に効果的な救済を与えられる可能性が乏しい

（unlikely to bring effective relief to the person who is the victim of the violation of this 

Convention）場合が規定されている。こちらについては、同委員会手続規則 97（c）も同条

約規定 21 条 1 項（c）とほぼ同じ文言であり、さらに詳細な基準等を定めてはいないが、同

旨の例外は、国連国際法委員会（ILC）外交的保護条文 15 条（国内的救済完了原則の例外）

（d）31）にも規定されている。

同条条文のコメンタリーによれば、（d）には、①救済が明らかに形骸的であり、成功・実

効性について合理的な見込みがない場合、合理的で利用可能な救済手段がない場合が含まれ、

外国人に対して一貫した不利な先例が存在する場合等も含まれるとされる。また立証との関

連では、単に救済獲得成功の可能性が低いことを証明するのではなく、国内民事法が効果的
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救済を与えられる合理性があるかどうかを国内法や個別具体的事情の文脈に照らして、明ら

かに被害者が責任国によって救済手段から排除されているかどうかを示すことが必要とされ

ている。

ただしこの例外は、「被害者」の請求に利点がある（meritorious）ことが前提で適用され

ることとなり、実体的権利侵害についての何等かの一応の（prima facie）予審的判断がそ

こに介在せざるを得ない点が注目される。この点は改めて考察したい。

3．管轄権・受理可能性判断と権利規定に関する実体的解釈との連関

それでは同一の事案が国家間通報と国際裁判の双方で審査される場合、両者の間でそれぞ

れの判断結果に何等か相違点は生じうるのであろうか。本稿では、管轄権や受理可能性に関

する審査について中心に考察し、またその審理が、条約上の実体的権利の侵害有無に関わる

解釈、すなわち一般的には本案審査にて検討される事項にどのような連関や影響を及ぼしう

るかを検討したい。

（1）カタール対UAE事件（2018 年）

人権条約に定めれた国家間通報の初めての事例となったのが、人種差別撤廃委員会に提出

されたカタール対 UAE事件である。この事案は、2017 年 6 月 5 日、UAE・エジプト・サ

ウジアラビア・バーレーンの 4カ国が、カタールとの国交断絶を宣言した。なかでも UAE

政府は、カタール国民の UAE入国を禁止、UAE滞在中のカタール住民には 14 日間の出国

猶予を与えるとしたほか、さらに UAE国民にはカタール訪問・滞在・領域通過を禁止し、

カタール国籍の航空機や船舶等がUAE領域に入ることや通過することも禁止した。加えて、

親カタール的表現や上記措置への抗議表明を犯罪化するとし、アルジャジーラ等カタール企

業のウェブサイトをブロックし、カタール企業が運営するテレビ放送禁止令を発出するなど

した。

カタール政府は本事件を複数の紛争解決・調停手続に付託しているが、ここでは、人種差

別撤廃委員会への国家間通報と ICJへの付託についてのみ扱うこととする。

2018 年 3 月 8日、人種差別撤廃条約締約国のカタールは、同じく締約国の UAEとサウジ

アラビアそれぞれについて、6月 5日声明以降の措置を終止するよう求める「注意喚起」を

同条約 11 条（国家間通報）に基づき人種差別撤廃委員会に提出した。

カタール政府はそれと並行して、2018 年 6 月 11 日、同条約 22 条（紛争解決条項）に基
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づき、UAEを ICJに一方的提訴した。両紛争当事国は、ICJ規程 31 条 3 項に基づき国籍

裁判官をそれぞれ選定する手続を行った。この時点でカタールは、ICJに暫定措置命令も要

請した。同年 7月 23 日、ICJは暫定措置段階での一応の管轄権を認め、暫定措置命令を発

出した。その命令内容は、UAEに対し、①分離家族の再会を保障、②学生への UAE内で

の教育課程修了機会の確保あるいは教育履歴の発行、③ UAEの裁判所等へのアクセス保障

を命じ、両紛争当事国に紛争悪化の防止を義務づけた。

2018 年 10 月 29 日、カタールは人種差別撤廃条約 11 条 2 項に基づき、人種差別撤廃委員

会に対し、2件（カタール対 UAE、カタール対サウジアラビア）の事案について「通報」

を行った。

翌 2019 年 3 月 22 日には、UAEは ICJに対し、カタールに国家間通報の取下げや紛争悪

化防止のための特定的措置を講ずることを命じるよう暫定措置命令を要請し、続いて先決的

抗弁も提出した（同年 4月 30 日）が、ICJは同年 6月 14 日、UAEによる暫定措置命令に

関するいずれの要請も却下した。

人種差別撤廃委員会については、自らの管轄権と受理可能性を認める決定を 2019 年 8 月

27 日に行い、次の段階の手続として、同委員会委員による暫定特別委員会の設置とあっせ

んを模索した。2020年 2月 18日、人種差別撤廃条約 12条に基づく特別調停委員会が、カター

ル対 UAE、カタール対サウジアラビアのそれぞれについて、同委員会委員長と当事国との

協議を経て設置されたが、2020 年 3 月以降、国連の諸会議は、世界的な新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響を受けてオンライン会合が主流となり、本事件のような機微な問題を扱

うものについてはオンライン形式の会合は避けるべきだとして、手続が暫時休止した。

その間 2021 年 1 月 5日、関係諸国は湾岸協力会議首脳会談にて国交正常化に合意（アル・

ウラ合意）し、同月 11 日にはカタール側より、人種差別撤廃委員会での調停手続の一時停

止の要請が提出された。UAE及びサウジアラビアも、それぞれ 2021 年 1 月 27 日と同年 2

月 2日、その要請に同意した 32）。

翌 2月 4日に ICJは、カタール対 UAE事件は人種差別撤廃条約 1条に定義される人種差

別に該当する事案ではなく、同条約の事項的管轄外の事件であるため、同条約の紛争解決条

項を用いて裁判手続を継続することはできないとの先決的抗弁判決を発出した 33）。

一方、国家間通報手続に関しては、特別調停委員会は同年 3月 5日、アル・ウラ合意採択

から 1年以内に再開か終止かを連絡するよう当事国に要請し、手続を停止することを決定し

た 34）。



― 12 ―

世界人権問題研究センター『研究紀要』第 27 号

（2）事項的管轄・権限に関する判断

カタール対 UAE事件において UAEは、両手続に共通して、UAEの措置は国籍に基づく

区別であり、それは人種差別撤廃条約 1条に定める民族的出身に基づく人種差別には該当し

ないと主張している。人種差別撤廃委員会と ICJとの事項的管轄に関する判断は次のとお

りであった。

人種差別撤廃委員会は、従来、国籍に基づく区別も同委員会の事項的権限を行使するのが

一貫した実行であるとし、国籍による区別が必ずしも同条約に違反するものではないが、正

当な目的に従っていないかどうか、または正当な目的の達成に比例していないかどうかを審

査する権限があるとして、自らの事項的権限を認めるとした 35）。同委員会の「一般的勧告 

30」36）においても、国籍に基づく区別や措置が、正当な目的を有さず、または正当な目的

の達成に比例していない場合、それは差別に該当しうることを示している 37）。このような

蓋然性をもって、委員会は、当該事件において実際に差別にあたる国籍に基づく区別があっ

たか否かは本案にて検討するとして、まずは受理可能性段階での事項的権限の存在を認めた

のである。

これに対し ICJは、仮保全措置段階での一応の管轄判断（prima facie jurisdiction）の結

論とは異なり 38）、先決的抗弁判決において事項的管轄を認めなかった 39）。

カタールの請求は、①カタール国籍に基づく入国禁止・国外退去令、②カタールのメディ

ア企業に対する規制、③入国禁止・国外退去令及びメディア規制の間接差別、の 3点が同条

約違反を構成するというものであった。ICJは、①②については同条約の起草過程の議論な

ども検討し、事後的に法により付与され変更可能性も有する「国籍」は、生来的で人為的に

変更できない「民族的出身」とは異なるところ、法解釈レベルで国籍は同条約 1条の差別要

件には含まれないとの多数意見を示した。③については、カタールが「間接差別」という概

念を明記した上で請求を提出したのは先決的抗弁段階ではあったが、請求訴状の段階でも「法

律上または事実上（de jure or de facto）の差別」を中止し撤回するよう裁判所が命ずるこ

とを救済として求めるとは記されている。すなわち、国籍に基づく措置が事実上民族的出身

に基づく差別になるという考え方が、手続当初より示されてはいた。

しかしそのような背景においても、先決的抗弁段階で同条約 1条の事項的管轄を判断する

には、カタールの間接差別の主張に関する事実が「真実だと仮定」した場合ということを前

提として検討せざるを得ない。本来、事実に関する主張が真実であると立証されるか否かは

本案での審議事項でもあるが、ICJはカタールの「間接差別」の主張については、人種差別

を構成するような差別的効果がないとして却下した。
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この先決的抗弁判決には、こうした判断手法に関する岩澤裁判官の反対意見 40）も付され

ている。「本案権利の蓋然性」基準を取り入れるならば、事項的管轄（紛争の主題は条約の

範囲に入るか（fall within the scope））を決定するにあたっては、「条約の規定の範囲」を

確認するために、紛争解決条項だけでなく、当該条約の実体規定も解釈した上で、紛争の主

題が条約規定の範囲に入るか否かという法的評価も行わなければならなかったのではない 

かとの指摘がある 41）。

（3）受理可能性に関する判断

（a）国家間通報と司法的紛争解決手続の同時利用可能性

国家間通報手続と ICJでの紛争解決手続を通じ、UAEは、カタールが両手続を同時並行

で進めていることは手続権の濫用であり、両手続それぞれの下での判断が断片化する恐れも

あると主張した 42）。しかしこの点については、人種差別撤廃委員会も ICJも否定的な見解

を示し、人種差別撤廃条約 22 条の ‘or’ は、締約国が当該条項により前置とされる手続は、

提示された選択肢からいずれかを選ぶことが可能であることを意味し、「交渉」と「条約に

明示的に定められている手続」は代替的なものであるとしている。

また人種差別撤廃委員会は、法的拘束力のない勧告を採択する権限を与えられた専門家に

よるモニタリング委員会である同委員会は、法的拘束力ある判決を下す権限を与えられた司

法機関により、同一事項に関する他の手続を排除するという原則（a principle of lis 

pendens or electa una via）の適用がなされる対象であるとは確信していないと示した 43）。

同委員会は、国家間通報手続は、関係国間の条約上の義務に関する見解の相違について、委

員会がその法的解釈を示し委員会が関与することは、ICJにおける紛争解決手続とは異なる

という立場をとったものと考えられる 44）。同条約の紛争解決条項は、ICJ付託の前置手続と

して「交渉」又は「条約に明示的に定められている手続」のいずれかを挙げており、両者は

累積的要件ではないため、すでに両国間での外交交渉が不調に終わっている本事件では、国

家間通報の手続中であっても ICJに付託することは可能であるとの従来の ICJの見解とも

相違はない。

（b）国内的救済完了原則の例外に関する解釈

人種差別撤廃委員会・カタール対 UAE事件において、カタールは、制度的で一般的政策

や実行となっている同条約の侵害（a systematic, generalized policy and practice of 

violations of ICERD）の存在が認められれば、国内救済完了原則は適用を免れ、受理可能
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となる旨主張した。人種差別撤廃委員会は、この点については、本案審査の対象となる実体

的権利侵害の有無に関わる問題であると認識し、カタールの主張は、特別調停委員会による

調停手続にて検討するとした。この取扱いは、条約上の明文規定はないものの、同委員会手

続規則 69（1）には、同委員会が受理可能性審査の段階では実質的な検討を行ってはならな

い旨定められていることに起因する。

しかし同委員会は、同時期に受け付けた国家間通報事件であるパレスチナ対イスラエル

（2018 年）に関しては、異なるアプローチをもって受理可能性を審査している。事案概要は

紙幅の都合もあり割愛するが、この 2つの条約締約国をめぐる積年の問題は周知のとおりで

あり、パレスチナは、イスラエルの同条約 2条（差別撤廃義務）、3条（アパルトヘイト禁止）、

5条（法の前の平等、権利共有の無差別）の（a）裁判所での平等な取扱い、（d）市民的権利：

移動・居住の自由、自国に戻る権利、（e）経済的社会的文化的権利の侵害、を訴えている。

イスラエルは本通報の受理可能性について、両者間の条約関係の不存在 45）と国内的救済

未完了を理由に許容されないと主張した 46）。イスラエルはパレスチナの条約加盟時に、イ

スラエルとの関係においてパレスチナを締約国として承認しないという留保を国連事務総長

宛に提出している。一方パレスチナは、イスラエルは占領地下での条約適用性を否定してい

る。国内救済未完了を主張する側がそれを立証しなければならない 47）、違反が行政的実行

により構成されている時は、救済完了原則の適用はない 48）、イスラエル司法府は独立性が

担保されておらず、国内法により人権侵害が正当化されていて、裁判手続の遅延や高額な手

続料、証人出廷への困難等から、実効的救済手段も不存在であり、よって国内的救済完了原

則の適用は免れると反論した 49）。

人種差別撤廃委員会は、その受理可能性決定において、地域的な人権委員会及び裁判所の

法理に照らせば、国内救済完了原則の適用例外には、一般化された政策や実行があると単に

主張するだけでは不十分で、条約の実体的事項に関連する一般化された政策・実行に関する

一応の証拠があるという基準が充足されていることが必要であると述べた 50）。続けて、過

去のイスラエル国家報告審査において、同委員会が条約 9条に関し、占領地下のアラブ系市

民に対する差別的ないくつかの法を維持し、そのことが、市民権や法的保護、社会的経済的

便益や土地・財産への権利へのアクセスに差異を生み出す要因となっていることを指摘した

ことに言及した。同委員会は、イスラエル国家報告審査に対する総括所見が、条約の実体的

事項に関連する一般化された政策・実行に関する「一応の証拠」（prima facie evidence）に

あたるとした 51）。

このような国内的救済完了原則の例外に関する解釈については、人権条約機関やヨーロッ
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パ人権裁判所、あるいは ICJの間で基準が相互に参照され、解釈の発展が見られる 52）。パ

レスチナ対イスラエル事件の受理可能性決定は、手続規則に則り実質的な審査に立ち入らな

いとしたカタール対 UAE事件とは一定の距離があるように考えられる。ヨーロッパ人権裁

判所 53）、ICJ事件 54）そして人種差別撤廃委員会の決定 55）のそれぞれにおいて、細かな表現

こそ異なるが、反復的、集団的、組織的な侵害の存在が認められれば、国内救済完了原則の

充足は不要とする法理の双方向的参照や発展は顕著になってきている。

以上のことは、「一応の（prima facie）証拠」という受理可能性レベルでの救済権に係る

事実解釈と、本案レベルでの救済権の実体的解釈との峻別がどれほど明確に可能かという疑

問を提起している。

4．国家間通報手続の性質と実効性

ここまでの検討を踏まえ、国家間通報手続の性質とその有効性について、仮定を前提にし

たものであることは免れないが若干の考察を試みたい。

（1）「入口」のリスクと「出口」のリスク

国家間通報が約半世紀もの間活用されなかった理由については、個人が国家を相手取って

自らの権利侵害に対する当該国家の責任やその救済を訴える個人通報手続とは影響の大きさ

が異なり、国家間通報手続の開始が、両国の外交関係に与える影響や報復的措置が激化する

ことへの懸念等が一般的に想定されてきた。国連下での国際的人権保障制度の発展をみても

なお、人権は各国の主権事項とされたかつての価値観が完全に失われていないことも要因の

1つであろう。

しかしそのような「入口」のリスクを理由に、人権諸条約による人権保障の枠組みにおい

て、ある締約国が他の締約国の義務違反に係る責任追及を回避するという説明は、未だ限定

的かもしれないが、次第に説得的ではなくなっているように見受けられる。本稿でも触れた

ように、2000 年代から、人種差別撤廃条約や拷問等禁止条約の紛争解決条項を根拠として、

直接の被害国として、あるいは直接の被害国でなくとも、それらの条約に含まれる（締約国

間）対世的義務の違反責任を追及するため、ICJへの付託事件が増えている。国家対国家と

いう基本構造は同じであるのに、人権条約上の国家間通報手続ではなく国際裁判が選択され

てきた背景には、手続自体の性質や具体的な問題方法の違いによる「出口」のリスクもある

と考えられる。
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（2）対世的義務と通報手続の非連続性

パレスチナ対イスラエル事件で人種差別撤廃委員会は、先のカタール政府が通報した 2事

件とは、国家間通報手続の性質に関し異なる解釈に立っている。当初パレスチナは、イスラ

エルによる条約義務違反の直接の被害国として注意喚起や通報を行っていたが、イスラエル

が二国間の条約関係の成立を終止否定していることから、人種差別撤廃という義務の対世的

性格を根拠として、締約国間での集団的な強制措置（a means of collective enforcement）

としての国家間通報提起を正当化することに方針転換したと思われる 56）。

人種差別撤廃委員会は、国連法務局に対し、パレスチナの条約加盟に対するイスラエルの

異議が、両当事者間での国家間通報を委員会が検討することを排除するかについて意見を諮

問した。国連法務局は両者の間に条約関係はなく、条約留保に対する異議制度とは異なり、

条約締結（加入）に対する他の締約国の異議（通知）は、両者間の条約上の関係を生じさせ

ず、したがって、両者のうち一方による他方への通報を委員会が検討することも妨げられる

と結論づけた 57）。しかし委員会は法務局の見解を採用せず、人権条約の集団的な履行とい

う非相互的な性格により、一般国際法上の規則のうちいくつかは適用されない、条約諸規定

の義務は対世的性格を有し、集団的に保障されるべき非相互的な義務を含み共通利益に基づ

いている、集団的な実施メカニズムは個別の締約国間の関係に関わりなく利用できる、調停

としての性格を有するメカニズムは現実的で建設的な効果があるよう履行されるべきであ

る、との見解を示した 58）。その上で、多数意見は、イスラエルの意思に関わりなく、パレ

スチナから提起された通報を審査する管轄権を有すると判断した 59）。

しかし現実には次のように、調停としての性格を有する手続であることから、集団的強制

措置ではなく、紛争に関し合意された解決策に到達するために、当事国間の同意に基づく、

二辺的な紛争解決 60）の手段にしか位置づけられない。

（3）調停手続の内在的制約

国家間通報手続では、どの条約においても、中盤より「調停」に移行する。調停を行う委

員会が、モニタリング委員会で構成されるのか、外部の専門家を含めて特別調停委員会を別

途設置するのかは、条約により規定ぶりは異なっている 61）。定めにない缺欠部分については、

より詳細な規定を置いている他の条約が参照されるものと考えられる 62）。

最初に問題となるのは、調停のための委員会の委員構成とその決定プロセスである。条約

下に設置されたモニタリング委員会がまず調停を試み、不調の場合、紛争当事国の同意を得

て特別調停委員会を立ち上げるもの（自由権規約）、5名から成る委員会を立ち上げ、その
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内訳についてはモニタリング委員会委員か外部委員かは問わないが、委員任命自体には紛争

当事国の同意が必要なもの（人種差別撤廃委員会）、まずはモニタリング委員会があっせん

を行い、適当な場合には特別調停委員会を立ち上げるもの（拷問等禁止委員会）など様々で

ある。

拷問等禁止委員会の関連規定には、特別調停委員会の委員任命に紛争当事国の同意が必要

か否かは明記されていないが、これもまたより詳細な他の条約規定に則した対応となること

が想定できる。そう仮定すれば、自由権規約や拷問等禁止委員会での手続において、モニタ

リング委員会によるあっせんにて解決に至る場合はともかく、不調に終わり「特別調停委員

会」を設置する段になれば、紛争当事国が委員の人選に自国の意向を反映させることになる。

すなわち人選をめぐる攻防で調停手続が前進しないことも予測される。

人種差別撤廃委員会への 3件の国家間通報のうち、カタール対 UAE事件及びカタール対

サウジアラビア事件の2件については、12条に基づく特別調停委員会の設置が決定された後、

コロナ禍の国連諸会議への影響や財政難などの事情で特別調停委員会の活動を開始できずに

いる間に、当事者間での外交的解決（国交正常化のアル・ウラ合意）が図られた。これを受

けてカタール政府は同委員会に手続の中断を要請し、UAEとサウジアラビアの二カ国もこ

れに同意している。同委員会は、アル・ウラ合意から 1年以内に、手続を再開するか終止す

るかを連絡するよう当事国に求める決定をした 63）。ICJでの訴訟手続が完全には終結してい

るとは言えないカタール対 UAE事件については今後については確定していないが、カター

ル対サウジアラビア事件については終止の可能性が高い。

またパレスチナ対イスラエル事件では、イスラエル側は当初より、パレスチナを締約国と

して承認しておらず、両国間の条約上国家間関係の不存在を理由に、自国の主張に関しては

累次提出しているものの、調停手続の進行は拒否している。人種差別撤廃委員会は条約 12

条に基づく特別調停委員会の設置を決定した 64）が、一方の当事者が当該手続に参加しない

ことを表明している以上、今後の進展について希望的観測を持つことは難しい。

（4）調停案の取扱い

また最後に問題となるのは、特別調整委員会の最終決定の取扱いである。それについては、

各条約の規定内容には少しずつ違いがあり、それが効果にも影響を与えるものと考えられる。

人種差別撤廃条約では、特別調停委員会がまとめる最終報告（findings and recommendations）

は、手続の当事国だけでなく、他の締約国にも送付されることとなっている。通報の事案概

要、紛争当事国の主張だけでなく、提示された調停案も締約国内で共有されることを意味す
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る。しかし拷問等禁止条約の手続においては、通報受領後 12 箇月以内に、（特別調停委員会）

により解決が得られた場合（i）には、事実や解決内容について簡潔に記述した「報告」を

関係締約国のみに送付、（特別調停委員会）により解決が得られない場合（ii）には、事実

について簡潔に記述した「報告」と関係締約国の口頭による意見の記録と書面による意見を

添付したものを提出（同条約 21 条 1 項（e））となっている。規定の文言だけに拠れば、特

別調停委員会による調停が不調となった場合には、その調停案は他の締約国には開示されな

いことを意味し、単に手続が不透明というだけでなく、当該通報に関連し、委員会が導いた

条約の解釈・適用や紛争解決に関する見解が、締約国間ひいては国際社会において共有され

ないことは損失とも言えよう。

（5）救済権の位相

普遍的人権諸条約下での国家間通報手続における受理可能性要件が、ほぼ国内的救済完了

原則に限られていることに照らすと、受理可能性決定が「一応の」ものであったとしても、

救済権の解釈は事後の本案審査における解釈とも密接で、1つの争点にもなると思われる。

ここでは拷問等禁止条約 14 条について触れるに留めるが、同規定は条約起草時より、救

済権の対象や保障基準は拡大・発展している 65）点も注目される。同条約 16 条 1 項では「締

約国は、自国の管轄の下にある領域内において、第 1条に定める拷問には至らない他の行為

であって、残虐な、非人道的な又は品位を傷つける取扱い又は刑罰に当たり、かつ、公務員

その他の公的資格で行動する者により又はその扇動により若しくはその同意若しくは黙認の

下に行われるものを防止することを約束する。特に、第 10 条から第 13 条までに規定する義

務については、これらの規定中「拷問」を「他の形態の残虐な、非人道的な又は品位を傷つ

ける取扱い又は刑罰」と読み替えた上で適用する」と規定されており、14 条の救済の対象

は「拷問」被害であり、「残虐な、非人道的な又は品位を傷つける取扱い又は刑罰」が除外

されていたことは明らかである。

拷問等禁止委員会は、14 条の救済に対する権利も、16 条 1 項の読替え対象であるという

見解を 2012 年に採択された「一般的意見 3（14 条）」66）にて示している。また同一般的意

見では、14 条の射程には、①手続的側面としての「実効的救済（effective remedy）」と②

実体的側面の「救済（reparations）」の双方が含まれており、①については、拷問と非人道

的取扱いの被害者に対して、救済を求めることを可能し、救済の決定・付与を可能とする立

法や制度・手続の整備が含まれること、②については、原状回復、賠償、リハビリ、満足、

再発防止の 5つの柱からなる、「被害者」が実質的具体的に救済を獲得する権利が想定され
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ている 67）。

同一般的意見では、14 条の適用範囲は、犯罪地や犯罪者・被害者の国籍国により限定さ

れない 68）としているが、この領域性の否定についてヨーロッパ人権裁判所は批判しており、

実際には拷問禁止委員会の判断は抑制的であるという指摘 69）もなされている。

しかしそのような抑制的な傾向は見られるにしても、一方で、救済権の射程がより拡大し

ているとすれば 70）、受理可能性段階の国内的救済完了原則の例外についての審査と、本案

での審査がどのように峻別できるかはより明確な検討が必要に思われる。

おわりに

人権条約における国家間通報は、地域的人権条約とりわけ国家間申立制度を備えるヨー

ロッパ人権条約下の手続の性格と本稿で考察した国連人権諸条約下の同手続とは異なること

も明らかになった。ヨーロッパ人権条約における国家間申立手続は、その後の条約改正の影

響は受けるものの、同条約旧 31 条（1950 年条約）71）では、同旧 24 条の下での国家間申立

事件について、人権委員会により解決されない場合には、同委員会は、事実に照らし被申立

国による条約上の義務違反があったか否かに関する意見を、事実関係とともに報告書として

まとめ（旧 31 条 1項）、さらに当該報告書を閣僚委員会に送付すること（同条 2項）が定め

られている。また閣僚委員会への報告書送付後においても、同委員会は、適当と考える提案

を行うことができると規定されている（同条 3項）。すなわち、当事国間の紛争が人権委員

会が提示する条約解釈によっても解決されない場合においても、事実関係や同委員会の意見

を少なくとも報告書として閣僚委員会に送付することで、当事国以外に対しても、事実や条

約解釈について明らかにする効果は付与されていた。

後者における国家間通報手続は、国家主権に対する幾重もの防御壁に守られた手続である。

大半の条約において選択的受諾を前提とする制度であり、そのプロセスの随所に紛争当事国

の同意を必要とし、最終的には調停の性質しか付与されていないと結論づけるとすれば、そ

の存在意義はどこにあるのだろうか。

例えば人種差別撤廃条約・カタール対 UAE事件のように、複数の異なるフォーラムにて

同時に開始された手続の 1つとして、いわゆるフォーラム・ショッピングの選択肢と捉える

向きもあるかもしれない。あるいは、国連憲章や ICJ規程との関係にて、ICJに紛争を付

託できない事案の受け皿とすることや、紛争解決条項に基づく ICJ付託の前置手続として

の機能は果たす、と位置付けることは可能かもしれない 72）。



― 20 ―

世界人権問題研究センター『研究紀要』第 27 号

現実味は薄れるが、拷問等禁止条約 20 条に定められるようなモニタリング委員会による

「調査（inquiry）」手続のトリガー 73）としての機能はあるかもしれない。調査手続自体は非

公開に遂行されるが、調査結果については拷問禁止委員会の年次報告書で明らかにされる。

しかしこれも調査手続の実績がこれまでに 10 件程度 74）であり、それらの情報提供者が必ず

しも国家ではないことに照らせば高い有用性があるとも評価できない。

プロパガンダ的に条約義務違反を提起するのではなく、差し迫った深刻な人権侵害状況に

対する現実的な紛争解決を真の目的とするのであれば、各国政府は費用対効果も勘案しつつ、

より司法的性格の強い紛争解決手段を求めて国際裁判を選択するであろう。

史上初の 3件の通報事件が、国際社会から「成功例」として評価可能性が小さくなりつつ

ある今、調停的性格を有する国家間通報メカニズムが、現実的で建設的な効果があるよう履

行されるために 75）、条約実施機関による、法の諸原則に照らしたより明確で一貫性のある

法解釈の提示が一層重要性を増すであろう。

　注
　 1）芹田健太郎『国際人権法』（信山社、2018 年）480 頁。
　 2）薬師寺公夫「国際司法裁判所における人権保護」『国際問題』No.680(2019 年 4 月 )30－39 頁。
　 3）現時点（2022 年 2 月）においても、当該 3件にとどまっている。
　 4）本稿では、各条約締約国の条約実施状況をモニタリングしたり、各種通報等を審査したりする権
限を有する機関を総称して「委員会」という。

　 5）例として、人種差別撤廃条約 11 条 1 項、自由権規約 41 条 1 項（a）、拷問等禁止条約 21 条 1 項（a）、
等。

　 6）人種差別撤廃条約 11 条 2 項、自由権規約 41 条 1 項（b）、拷問等禁止条約 21 条 1 項（b）、等。
　 7）人種差別撤廃条約 11 条 3 項、自由権規約 41 条 1 項（c）、拷問等禁止条約 21 条 1 項（c）、等。
　 8）自由権規約第一選択議定書 3条、拷問等禁止条約 22 条 2 項、等。
　 9）人種差別撤廃条約 11 条 3 項ただし書、自由権規約 41 条 1 項（c）ただし書、等。
　10）拷問等禁止条約 21 条 1 項（c）ただし書。被害者への効果的な救済を与える可能性に乏しい場合
を原則の例外として明示しているのは拷問等禁止条約のみである。

　11）自由権規約 42 条 1 項。人種差別撤廃条約 12 条 1 項（a）。
　12）人種差別撤廃条約 11 条 4 項。
　13）自由権規約 42 条 1 項（a）。
　14）自由権規約 42 条 1 項（b）。
　15）自由権規約 42 条 2 項。
　16）拷問等禁止条約 21 条 1 項（c）。
　17）人種差別撤廃条約 13 条。
　18）拷問等禁止条約 21 条 1 項（h）。
　19）UN.Doc. E/CN.4/1285.
　20）Mafred Nowak et.al., The United Nations Convention Against Torture and Its Optional 

Protocol: A Commentary, OUP, 2020, p.682.
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Terrorism and of the International Convention on the Elimination of All Forms of Racial 
Discrimination (Ukraine v. Russian Federation), I.C.J Reports 2019.
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【注】執筆者は、本稿脱稿時に国連拷問禁止委員会委員に就任したが（任期 2022-2025 年）、本稿中の意
見は同委員会を代表するものではなく、個人的見解であることを申し添える。
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Operational Challenges in Inter-states 
Communications under the UN Human Rights 

Treaties

MAEDA Naoko

Inter-states communications under the UN human rights treaties were drafted 

as one of the treaty implementation measures, along with national reporting, 

individual communications, investigations, etc. However, there have been no files 

for about half a century, and it is often compared with inter-states applications 

under the European Convention on Human Rights. It has been pointed out that 

there is a difference in nature from the petition procedure. Under such 

circumstances, in 2018, based on Article 11 of the Convention on the Elimination of 

Racial Discrimination (CERD), three communications were submitted to the 

Committee on the Elimination of Racial Discrimination. One of the cases, Qatar v. 

UAE, was referred to the International Court of Justice (ICJ) at the same time, so 

the progress of both procedures attracted public attention. Both the ICJ and the 

Committee on the Elimination of Racial Discrimination proceeded with the 

examination of each case based on the interpretation that the pre-referral procedure 

stipulated in the dispute clause of the CERD is not a cumulative requirement. 

However, regarding the material jurisdiction related to Article 1 of the Convention, 

the judgement of the ICJ excluded such a case of discrimination/distinction based 

on nationality, whereas the Committee on the Elimination of Racial Discrimination 

has, in principle, dealt with the issue and has decided to keep its work load on this 

case. Furthermore, after the establishment of ad hoc Conciliation Committee under 

the CERD, the political agreements between the countries concerned made 

suspended its conciliation process.
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The relevant articles on inter-states communications are not completely 

identical in respective treaties. In particular, there are wide range of the 

composition of ad hoc conciliation committees, its establishments, modalities of 

publicizing the outcome of conciliations. The leading cases based on the CERD 

would play a role to prospect the practical aspects of the procedure to some extent, 

however, it would not be applied automatically to other treaties.

In this article, with reference to the Convention against Torture (CAT) which 

has provided erga omunes (partes) obligations to the State Parties as well as the 

CERD, some operational challenges will be scrutinized.
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